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1. はじめに 

高速道路の利用料金は建設費用の償還に合わせて設

定されてきた．しかし今後，構造物の老朽化に伴い大規

模更新・修繕が必要になり，また，人口減少等で交通量

も減少していくため，料金は上昇していくと予想され

る．料金が上昇すると料金に敏感な利用者は一般道へ

転換し，さらなる利用交通量の減少を引き起こす．しか

し，利用交通量を増加させるために利用料金を低下さ

せれば，料金収入は減少する可能性が高いため，その料

金収入で固定費用，維持更新費用を賄えるのかという

問題が生じる． 

このような高速道路料金と費用回収の問題は，道路

施設の維持更新が問題となる中で，根本ら 1)や秋山ら 2)

によって進められてきた．しかし，現実規模のネットワ

ークではなく，料金設定についても現実的なものでは

なかったという問題があった． 

そこで本研究では，高速道路網の維持更新を考慮し

た上で，建設費用の償還と大規模修繕等の費用が賄え

る高速道路料金の設定について検討を行う． 

図-1 利用交通量の減少の影響 

 

2. 阪神高速道路の現状分析 

本研究の対象地域は都市内高速である阪神高速道路

を擁する京阪神都市圏とする．  

 

2.1阪高の収支実績および推計 

保有機構が公表している阪神高速道路会社の収支予

算の明細より債務残高，修繕費および計画管理費の推

移を以下に示す．2006 年度から 2016 年度までは実績値

を，2017 年度以降は実績見込値を示している． 

図-2 阪高の予算推計 

各費用の実績および見積もりは年度ごとの幅が大き

いためものの，更新修繕費用に関しては 2020 年以降増

加傾向にあることが分かる． 

 

2.2料金設定 

高速道路料金については対距離料金制の考え方に基

づけば以下の式で表される．これは阪神高速道路全体

での平均的な単位距離あたり料金を表したものである． 

𝑏 = 𝑀𝐶 +
𝐹𝐶 + 𝑅𝐶

𝑥
          (1) 

ただし，b=料金水準[円/台キロ]，𝑀𝐶：可変費用[円/台

km]，FC：固定費用(=債務残高)[円]，RC：更新修繕費用

[円]，x：利用量[台 km]． 

式(1)の MC，FC，RC，x をそれぞれ，2021 年から 2030

年の 10 年を対象に図-2 から試算した．それらに基づく

阪高の高速道路料金は MC が 13.08 円，式(1)の第二項

が 16.37 円となり，合計で b=31.72[円/台キロ]となった．

なお，同様の試算を阪神高速道路会社等も行っており， 

29.52[円/台キロ]と試算されているため，推計料金は妥

当なものと考えられる． 
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2.3 利用量と料金収入の関係 

次に料金水準を 31.72[円/台キロ]で変えずに，阪高の

利用量が減少した場合の料金収入の変化を示す． 

表-1 利用量の変化による影響 

2021 年から 2030 年の総費用は，図-2 より 5.70 兆円

となるが，利用交通量が減少すると料金収入によって

それらが賄えなくなることがわかる．例として，交通量

が台キロベースで 30%減少すると，不足分は費用に対

して 13.3%ほどとなる． 

 

3. 阪高での適正料金水準の導出 

次に，利用交通量の減少あるいは料金設定の変更に

より利用者の経路選択が変化することを考慮して分析

を行う． 

 

3.1ネットワークの作成 

京阪神都市圏を対象に高速道路と主要一般道からな

る道路ネットワークを構築した(図-3)．156 のセントロ

イド，166 のノードとこれらを結ぶ 1032 のリンクから

なっている． 

図-3 ネットワーク図 

 

 

 

 

3.2交通量配分 

本研究では分割配分法によって交通量を配分する．

配分変数を次に示す一般化費用 𝑞𝑎 とし時間費用 𝑆𝑃𝐶 

と利用料金 𝑝𝑇
𝑎  の和とする．一般化費用が最小となる

ような経路をダイクストラ法で決定していく． 

𝑞𝑎 = 𝑆𝑃𝐶 + 𝑝𝑇
𝑎 (2)   

𝑆𝑃𝐶 = 𝜔 ∙ 𝑙𝑎/𝑣0
𝑎 {1 + 𝛼 (

𝑥𝑎

𝐶𝑎
)

𝛽

}  (3) 

𝑝𝑇
𝑎 = 𝑏𝑎 ∙ 𝑙𝑎  (4)   

𝑏𝑎 = 𝑀𝐶 ∙ 𝑙𝑎 +
𝐹𝐶 + 𝑅𝐶

∑ 𝑥𝑎
𝑎 ∙ 𝑙𝑎

    (5) 

ただし，𝜔：時間価値[円/時]，𝑙𝑎：リンク a の延長[km]，

𝛼, 𝛽：パラメータ，𝑥𝑎：リンク a の交通量[台/時]，𝑣0
𝑎：

リンク a の自由走行速度[時/km]，𝐶𝑎：リンク a の道路

容量[台/時]， 𝑏𝑎：リンク a の料金水準[円/台 km]． 

各リンクの自由走行速度，道路容量は道路交通セン

サスを基に設定した．  

 

4.おわりに 

現在までの現況再現は終えているため，今後は研究

対象とした 2021 年度から 2030 年度の 10 年間を対象に

適正な FC と RC の配分を行い，対象期間での適正料金

水準の導出を試みる．すなわち，ここでは 2021 年度か

ら 2030 年度の総費用 5.70 兆円を確実に徴収する場合

の料金を式(5)から導出する．まず現状推移ケースとし

て，図-2 のとおり更新費等が推移した場合，交通量の減

少によって式(5)の料金水準がどのように変化するかを

導出する．次に，料金水準が 10 年間で変化しないよう

に，更新費等を各年に配分することによる料金設定を

導出する．両料金設定に対して，利用者の余剰変化を比

較して適性料金を明らかにする．その数値結果は講演

時に発表する予定である． 
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